
議案第６２号 

   さいたま市住居表示に関する条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市住居表示に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２６年２月７日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

さいたま市住居表示に関する条例の一部を改正する条例

さいたま市住居表示に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３００号）の一部

を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （趣旨）  （趣旨）

第１条 この条例は、住居表示に関する法律（昭和

３７年法律第１１９号。以下「法」という。）第

４条及び第８条第２項の規定に基づき定める事項

その他住居表示に関し必要な事項を定めるものと

する。

第１条 この条例は、住居表示に関する法律（昭和

３７年法律第１１９号）第４条及び第８条第２項

の規定に基づき、住居表示に関し必要な事項を定

めるものとする。

 （住居番号）  （住居番号）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 市長は、第１項の規定による届出若しくは前項

の規定による申出があったとき、関係人若しくは

関係行政機関の長から住居番号が実態に照応して

いない旨の通知があったとき又は実態調査等によ

り住居番号をつけ、変更し、又は廃止する必要を

知り得たときは、直ちに必要な措置を講じなけれ

ばならない。

３ 市長は、第１項の届出若しくは前項の申出があ

ったとき、関係人若しくは関係行政機関の長から

住居番号が実態に照応していない旨の通知があっ

たとき又は実態調査等により住居番号をつけ、変

更し、又は廃止する必要を知り得たときは、直ち

に必要な措置を講じなければならない。

４ ［略］ ４ ［略］

（住居表示台帳等の写しの交付）

第５条 何人も、規則で定めるところにより、次に

掲げる書類（以下「住居表示台帳等」という。）

の写しの交付を請求することができる。

 法第９条第１項に規定する住居表示台帳
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 第２条及び第３条第４項の規定による通知書

の控え 

 第３条第１項の規定による届出書 

 第３条第２項の規定による申出書 

 第３条第１項の規定による届出及び同条第２

項の規定による申出に係る事項を記載した受付

簿 

２ 市長は、前項の規定による交付の請求に係る住

居表示台帳等の一部にさいたま市情報公開条例（

平成１３年さいたま市条例第１７号）第７条に規

定する不開示情報が記録されているときは、同条

例第８条の規定の例により、当該住居表示台帳等

の写しを交付するものとする。

（手数料）

第６条 前条第１項の規定により住居表示台帳等の

写しの交付を請求する者は、当該写しの交付を受

ける時までに、さいたま市戸籍等関係事務手数料

条例（平成１３年さいたま市条例第７１号）別表

第９項に規定する手数料を納付しなければならな

い。

２ さいたま市事務手数料条例（平成１３年さいた

ま市条例第６９号）別表第２項の規定にかかわら

ず、法第９条第２項の規定による住居表示台帳又

はその写しの閲覧に係る手数料は、徴収しない。

第７条 ［略］ 第５条 ［略］

附 則

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。ただし、第３条第３項の改正は、

公布の日から施行する。
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